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 本年度３５周年を迎えた日本商工会議所青年部は、全国３地区９ブロック４５道府県連４１

３単会３３，０００名を超える会員数にまで拡大し、連合会組織として、日々、自己成長、自社

発展、地元の発展のために研鑽を積んでいます。 

そして、私たち青年部も含めた商工会議所活動の目的は、それぞれの地域の持続的発展であ

り、特に政策提言はその活動の中心にあると認識しております。この活動はまさに、「自分たち

が生きていく街は、我々が守り、創る」。そのような責任世代でもあるＹＥＧメンバーの意思を

表現したものであると考えます。 

本年度の政策提言委員会では、愛する地域、そして、誇るべき日本の将来のために、地域の中

小企業が抱える問題や要望など、全国のメンバーの生の声を取りまとめる活動から始めました。

その中で、「事業承継」、「働き方改革」、「地方創生」に関する課題や要望等が多かったことから、

この３つを今年度提言のテーマとして、議論を重ねてまいりました。 

秋には、全国の単会会長にこの３つのテーマに基づいてディスカッションをしていただき、

その意見の中から抽出したものを、委員会メンバーが中心となり、様々な情報収集や調査研究

を行って参りました。そして、関係省庁の国家公務員との意見交換などを通じて、論点の絞り込

みと精査を行い、今回の５つの提言としてまとめました。 

今回の提言は、まさに地域の中小企業が抱える生の声を収集したものであり、その課題解決

の一助になるようなものであると確信しております。ＹＥＧメンバー一人ひとりの存在は小さ

いかもしれません。しかし、全国各地のメンバーが心を合わせると、大きな力（ＰＯＷＥＲ）と

なります。 

ぜひ夢の実現、課題の解決のため、格別のご配慮、ご検討を頂きたく存じます。何卒よろしく

お願いいたします。 

平成３０年２月１７日 

日本商工会議所青年部 

会長 吉田 大助 
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提言１【事業承継】 

従業員等への事業承継の促進について 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

中小企業の事業承継には、親族内承継、役員・従業員承継、社外への引継ぎ（Ｍ＆Ａ等）の ３

つの類型があるが、その中でも役員・従業員承継の割合が近年急増しているというデータがあ

る。親族以外の役員や従業員が承継するメリットとしては、以下の点が挙げられます。

１．親族内に後継者に適任なものがいない場合でも、会社を存続させることができ、従業員の 

雇用を確保できる 

２．経営能力は未知数でも、業務内容や業界事情について熟知しており、意欲が高いことか 

ら、事業承継をきっかけとして経営改善などが行われ、大きく飛躍することが 

期待できる。 

３．劇的に経営方針や社内体制を変えることは少なく、経営理念や企業文化を維持することが 

できる。 

４．企業文化も変わらず、取引条件なども維持することから、他の従業員や取引先の理解が得 

やすい。 

一方で、従業員等への承継には、株式の買い取りや個人保証など、多くのハードルがあるとも

言われており、これを乗り越えるために長期的な計画を立て、後継者教育、関係者の理解などを

得るための筋道をつける必要がある。

従って、これらの解決のため、以下の２つの提言を行う。



提言１－①

従業員等承継促進のためのガイドラインの拡充

【提言内容】 

中小企業庁が公表している「事業承継マニュアル」や「事業承継ガイドライン」などは、中小

企業経営者の円滑な事業承継を実現していくための方策や手順などが非常にわかりやすくまと

められている。

このようなマニュアルやガイドラインの中で、近年増加傾向にある「従業員等承継」に焦点を

あてたガイドラインを新たに策定し指針を示すことで、中小企業の従業員承継を後押しする。

我が国の中小企業は、近年、同族外の役員や従業員が承継することで企業文化やノウハウを

スムーズに承継し、従業員も安心して働ける環境が維持でき、更に業績も上向いているという

事例が多く存在する。国がそのような全国の成功事例などを収集して情報発信をし、従業員承

継を促進する姿勢を見せることで、中小企業の事業承継の選択肢が広がり、後継者難による廃

業も減少するのではないかと考える。

提言１－② 

後継者が会社から株式買取り資金として受け取った金銭における課税

の特例制度の創設 

【提言内容】 

 従業員等の承継は前頁のような様々なメリットがある一方で、「株式の買い取り問題」や「個

人保証問題」など、大きな障害もあると言われている。

その中でも、後継者の株式買い取り問題については深刻である。後継者は、経営の安定性のた

めに株式を先代から買い取る必要性があるが、役員や従業員は株式を買い取るのに十分な資金

を持っていることは少なく、 この資金を確保することが必要となる。しかしながら、個人資産

を有していない従業員等が株式の買い取り資金を用意するのは容易ではなく大きな障害である。

後継者が株式を買い取るためには、給与を増額して、その一部を株式買い取り資金に充てる

という手法を取らざるを得ないが、増額した給与にも所得税等が課され、大きな負担となって

いる。従業員等の後継者が引き継いだ企業を存続させていくためには、適正な利益に加え、株式

買い取り資金とそれにかかる所得税等の税負担分も利益確保をしていかなければならず、企業

存続の大きな弊害と言わざるを得ない。

そこで、後継者が株式の買い取り資金として会社から受け取った金銭については、給与とは

別に取り扱い、非課税とする措置を提言する。

従業員等の後継者の税負担を軽減することで、株式の買い取りをしやすい環境にし、企業の

存続、雇用の維持に繋がり、結果的に税収増にも繋がるものと考える。



提言２【働き方改革】

中小企業向け働き方改革推進企業認定制度の創設

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

【提言内容】 

国が推進する働き方改革は、我が国の雇用の７割を占める中小企業・小規模事業者において

も確実に実施していく必要があるが、一方で依然として中小企業への理解が浸透していないの

が課題である。

そこで、中小企業限定の「働き方改革推進企業認定制度」を設け、認定取得に向けた各種要件

を示すことで、中小企業が働き方改革に具体的にどう取り組めば良いかという方向性や取り組

み項目を示すとともに、その先にある認定取得のメリットも明確にすることで、中小企業の働

き方改革を促進していく。

【理  由】 

中小企業・小規模事業者は、かつてないほどの人手不足に陥り、最大の経営課題と言われてい

る。今後は優秀な人材を獲得するための魅力ある職場づくりや、多様な人材の活躍推進、生産性

向上などに積極的に取り組んでいかないと生き残れない時代である。そして、働き方改革への

取り組みは、「優秀な従業員を採用する」、「優秀な従業員を辞めさせない」という、人材不足に

対して中小企業が抱える課題そのものを解決するきっかけ、チャンスでもある。

しかし、労働関係法令等の知識が少ない経営者も多く、大企業の人事部のような部門を持た

ない中小企業にとって、働き方改革について、具体的にどのように取り組んだらよいかわから

ないというのが実情である。

そこで、「中小企業限定の働き方改革推進企業認定制度」を設け、「多様な人材の活躍推進」と

「生産性向上に向けた取り組み」、「働き方改革に向けた計画の策定」など、認定取得に向けた各

種項目を設け、その条件を満たした企業については、認定証を交付するというものである。

これにより、中小企業が働き方改革推進のために、具体的に何をどのように努力したら良い

かが明確になり、また、認定取得を目指すことで、様々な経営課題も解決し、更に認定取得した

際には、企業のイメージアップにより、従業員の満足度向上や良い人材の確保に繋がるものと

考える。また、税制優遇や求人優遇、生産性向上に向けた投資に対する助成、昇給に対する補助

など、認定企業に様々な支援措置を充実させることで、中小企業の働き方改革が促進できるも

のと考える。

現在、全国の各自治体の一部では、このような認定制度は既に存在しているが、本制度の国版

の認定制度を設け、そして大企業を含めない制度にすることで、中小企業の認定取得の価値が

高まり、これにより働き方改革の促進による中小企業の発展、そして若者の地域企業への就職

促進にも寄与するものと考える。



提言３【地方創生】

高校生に対する産官学連携による地元定着の促進

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

【提言内容】 

近年、優秀な若者が大学進学のために地方から都市部へ行き、そのまま戻ってこないことが

大きな問題となっている。地方の若者を減らさないためには、地方に若者をとどめる取り組み

も１つの方法であるが、地方から出た若者が戻ってきたいと思うような地域づくりや交流、次

世代の人材育成を産官学が連携して行っていくことも非常に重要である。

そのために、地方の自治体や商工会議所などが窓口となり、産官学の連携で若者のＵターン

就職促進の事業を推進していくため、

（１） 地方創生関係交付金の対象となる「若者のＵターン就職促進事業」のモデル事業の策定

（２） 本事業を全国の各地商工会議所が取り組むことに対する助成措置の創設

（３） 日本商工会議所による全国の商工会議所の成功事例の収集・情報発信

これらを行うことで、若者の地方への就業促進を加速していく。

【理  由】 

若者のＵターン就職促進事業は、具体的には、大学進学予定者を対象とした高校生のための

合同企業説明会の実施や、高校生向けインターンシップの促進など、高校生に焦点を当て、地元

企業を知る機会の提供や職業観の形成、交流を通じて地元企業の魅力を伝える機会を提供する。

また、地方創生についての教育を高校生に行うことで、郷土愛を育み、地域の次世代人材として

の自覚を持ってもらい、将来的なＵターン就職、地元での起業を促進し、若者の定住・移住に繋

げていく。

このような考え方は、２０１７年１２月に発表された「まち・ひと・しごと創生総合戦略２０

１７年改訂版」にも明記されており、今後、国は、地域における若者の就職促進のための法律案

も整備する予定である。

 しかし、このような取り組みは、地域の中小企業が立ち上がらない限り、実現可能性は低いも

のとなる。従って、地方の自治体や商工会議所などが窓口となり、産官学の連携で積極的に行え

るような支援体制を構築するため、自治体に対しては地方創生関係交付金の対象となる「若者

のＵターン就職促進事業のモデル事業」を策定し、全国でこの取り組みを行いやすい環境を整

備する。また、中小企業の相談窓口である各地の商工会議所が主体となり、地元企業と高校生が

交わる機会を増やす活動を積極的に行い、また、その活動を後押しできるような助成措置を、各

地の商工会議所や地域の中小企業に対して設ける。更には、各地の商工会議所が行ったモデル

的な事例を、日本商工会議所が情報収集し、全国へ発信することにより、更なる成功事例の増大

に繋がり、若者の意識改革、郷土愛の醸成、ひいては地元定着の促進という好循環モデルが構築

できるものと考える。
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